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2023 年 5 月 15 日 

各      位 

会 社 名  株式会社 日本エスコン 

代表者名  代表取締役社長 伊 藤 貴 俊 

（東証プライム市場・コード 8892） 

問合せ先  取締役 管理本部長 藤 田 賢 司 

電  話 03－6230－9308 

 

株式の売出しに関するお知らせ 
 

当社は、当社株式の売出しを行うことを本日取締役会にて決議いたしましたので下記の通りお知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．株式の売出し 

(１) 売出株式の種類及び数 当社普通株式 6,500,000株 

(２) 売 出 人 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 

(３) 売 出 価 格 未定（日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25

条に規定される方式により、2023 年 5 月 22 日(月)から 2023 年 5 月

25 日(木)までの間のいずれかの日（以下「売出価格等決定日」という。）

の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値（当日に終値

のない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に 0.90～1.00 を乗じた

価格（1 円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状況等を勘案した

上で決定する。） 

(４) 売 出 方 法 売出しとし、ＳＭＢＣ日興証券株式会社を主幹事会社とする引受団

（以下「引受人」と総称する。）に全株式を買取引受けさせる。売出し

における引受人の対価は、売出価格から引受人より売出人に支払われ

る金額である引受価額を差し引いた額の総額とする。 

(５) 申 込 期 間 売出価格等の決定以降、売出価格等決定日の翌営業日午前 9 時まで。 

(６) 受 渡 期 日 2023 年 5 月 25 日（木）から 2023 年 5 月 30 日（火）までの間のいず

れかの日。ただし、売出価格等決定日の 3 営業日後の日とする。 

(７) 申 込 証 拠 金 1 株につき売出価格と同一金額とする。 

(８) 申 込 株 数 単 位 100 株 

(９) ＳＭＢＣ日興証券株式会社による当社普通株式の売出し（以下「本売出し」という。）は、売出

人であるＳＭＢＣ日興証券株式会社が当社の株主である日成ビルド工業株式会社より買取る（以

下「ＳＭＢＣ日興証券株式会社による本買取」という。）当社普通株式6,500,000株について売出

しを行うものであり、ＳＭＢＣ日興証券株式会社による本買取が中止された場合は、本売出しも

中止する。また、本売出しを中止した場合には、ＳＭＢＣ日興証券株式会社による本買取も中止

される。 
(10)  売出価格、その他本売出しに必要な一切の事項の決定は、代表取締役社長 伊藤 貴俊に一任す

る。 

 

２．株式の売出しの目的 

 上記株式売出しの実施は、個人投資家を中心とした株主層のさらなる拡大及び流動性の向上を目

的としたものです。 
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３．ロックアップについて 

 本売出しに関し、当社の親会社である中部電力株式会社は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に対して、

売出価格等決定日に始まり、本売出しの受渡期日から起算して 180 日目の日に終了する期間（以下

「ロックアップ期間」という。）中は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社の事前の書面による承諾を受ける

ことなく、売出価格等決定日に自己の計算で保有する当社普通株式（潜在株式を含む。）を売却等し

ない旨を合意しております。 

 また、当社はＳＭＢＣ日興証券株式会社に対して、ロックアップ期間中は、ＳＭＢＣ日興証券株

式会社の事前の書面による承諾を受けることなく、当社普通株式及び当社普通株式を取得する権利

あるいは義務を有する有価証券の発行又は売却（株式分割による新株式発行等及びストックオプシ

ョンに係る新株予約権の発行を除く。）を行わない旨を合意しております。 

 なお、上記のいずれの場合においても、ＳＭＢＣ日興証券株式会社は、その裁量で当該合意内容

の一部若しくは全部につき解除し、又はロックアップ期間を短縮する権限を有しております。 

 

４．安定操作取引について 

 株式の売出しに関する安定操作取引は行いません。 

 

以上 


